





























   大阪市北区中之島 2－2－7 中之島セントラルタワー17 階 
   （御堂筋線淀屋橋駅・四ツ橋線肥後橋駅徒歩 3 分） 
開催日：平成 18 年 6 月 20 日（火）13 時―17 時 
第一部講演会 
  講演１：「中国の産学連携について」 
         京都大学経済学研究科上海センター長 山本裕美氏 
  講演 2：「上海の産学連携」 
         復旦大学管理学院教授 胡建績氏 
  講演 3；「復旦大学の事例―復旦復華科技股份有限公司」 
         復旦復華科技股份有限公司総経理 王可炯氏 
  講演４：「京都大学の産学連携」 
         京都大学国際イノベーション機構 機構長 松重和美氏 
第二部 交流会  
  復旦大学、京都大学上海センター、京都大学国際イノベーション機構との交流会    
*申し込み方法：6 月 16 日（金）までに以下の上海センター事務局までご連絡下さい。 









日時： 2006 年 6 月 21 日（水）14：00－17：00 
場所： 経済学研究科総合研究棟 2Ｆ大会議室 
コーディネーター 山本裕美 京都大学上海センター長 
報告者 胡建績  復旦大学管理学院教授 











開催日時 2006 年 7 月 3 日(月)14:00-17:00 会場 時計台記念館 2F 国際交流ホール 
主  催 京都大学経済学研究科上海センター 
共  催 舞鶴港振興会、京都大学上海センター協力会 
後  援 北東アジア・アカデミック・フォーラム 
あいさつ 森棟公夫 京都大学経済学研究科長 
     麻生 純 京都府副知事（舞鶴港振興会を代表して） 
コーディネーター 山本裕美 京都大学経済学研究科上海センター長 
報告者 1)小河内敏朗 元在瀋陽日本国総領事 
2)権 哲男  中国延辺大学副教授(報告者が交代しました) 
3)伊達俊行   舞鶴港振興会常務理事 






















3. シミュレーション  
シナリオは三つである。CO2 排出量を 5％、10％、20％削減する際のミクロ・マクロ経
済に与える影響、そしてエネルギー需要と CO2 排出量の変化などを分析する。 
4．マクロ経済に対する影響 





素税は各シナリオ別に 8023.25、17575.05、42973.42 韓国ウォンになる。 韓国の炭素税を




























各化石燃料の CO2 排出量の変化 
 1）中国の場合、石炭の消費による排出分が断然大きいことが特徴的である。これは
中国のエネルギー消費構造が石炭を中心としていることによるものである。 
 2）韓国の場合、石炭は需要が著しく減少するため、その割合も減少していく。反面、
ガスの場合はその需要が増加することによって総排出量に占める割合は各シナリオに
おいて 5.714%、11.933%、26.723%となり、石油も増加の傾向を示している。これは石
炭の相対価格が大きく上昇することによって排出量が顕著に減り、その分を石油とガス
が埋めることを意味しているのである。 
8．政策提言 
中国と韓国は、二酸化炭素排出量を減少させるために大きな経済的損失を受けなければな
らない。また、中国は石油確保のために、そして韓国はエネルギーの大部分を輸入に依存
しているため、エネルギー安保を優先的に考慮しながら、政策を樹立しなければならない。
さらに、ここで提示した炭素税の導入だけでなく各種の義務負担シナリオに対する多様な
政策実験を通じて経済-社会的な被害を最小化する交渉戦略を樹立しなければならない。 
(本稿は前号「ニュースレター」で報告した今年 2 月の上海でのセミナーでの報告の要約で
ある) 
